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第一部【企業情報】

第１【企業の概況】

１【主要な経営指標等の推移】

回次
第11期

第３四半期連結
累計期間

第12期
第３四半期連結
累計期間

第11期
第３四半期連結
会計期間

第12期
第３四半期連結
会計期間

第11期

会計期間

自平成21年
４月１日
至平成21年
12月31日

自平成22年
４月１日
至平成22年
12月31日

自平成21年
10月１日
至平成21年
12月31日

自平成22年
10月１日
至平成22年
12月31日

自平成21年
４月１日
至平成22年
３月31日

売上高 （千円） 4,369,8505,460,1001,461,8221,861,3567,197,867

経常利益又は経常損失

（△）
（千円） △659,849 820,709△124,523 123,760 63,453

四半期純利益又は四半期

(当期)純損失（△）
（千円） △767,010 316,228△353,797 78,576 58,503

純資産額 （千円） － － 5,585,6956,649,4366,424,591

総資産額 （千円） － － 6,900,8837,951,1667,780,810

１株当たり純資産額 （円） － － 102,730.70121,993.69118,061.49

１株当たり四半期純利益

又は四半期(当期)純損失

（△）

（円） △14,113.465,806.72△6,510.091,442.141,076.48

潜在株式調整後１株当た

り四半期（当期）純利益

金額

（円） － 5,801.07 － 1,441.321,076.06

自己資本比率 （％） －　 －　 80.9 83.6 82.5

営業活動による

キャッシュ・フロー

 

（千円）
△528,3901,975,802 － － △193,811

投資活動による

キャッシュ・フロー

 

（千円）
△366,875△2,646,164 － － △598,447

財務活動による

キャッシュ・フロー

 

（千円）
67,472△216,644 － － 104,807

現金及び現金同等物の四

半期末（期末）残高
（千円） － － 2,345,2331,587,9142,483,022

従業員数 （人） － － 404 329 393

　（注）１．売上高には消費税等は含まれておりません。

　　　　２．当社は四半期連結財務諸表を作成しておりますので、提出会社の主要な経営指標等の推移については記載してお

りません。

　　　　３．第11期第３四半期連結累計期間及び第11期第３四半期連結会計期間の潜在株式調整後１株当たり四半期（当

期）純利益金額については、潜在株式は存在しますが１株当たり四半期純損失のため記載しておりません。
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２【事業の内容】

　当第３四半期連結会計期間において、当社グループ（当社及び当社の関係会社）が営む事業の内容について、重要な

変更はありません。また、主要な関係会社における異動もありません。

３【関係会社の状況】

　当第３四半期連結会計期間において、重要な関係会社の異動はありません。

４【従業員の状況】

(1）連結会社の状況

 平成22年12月31日現在

従業員数（人） 329 (40)

　（注）従業員数は就業人員であり、臨時雇用者数（当社グループ外から当社グループへの出向者、パートタイマー、人材

会社からの派遣社員を含みます。）は、当第３四半期連結会計期間の平均人員を（　）外数で記載しております。

(2）提出会社の状況

 平成22年12月31日現在

従業員数（人） 275 (32)

　（注）１．従業員数は就業人員であり、臨時雇用者数（パートタイマー、人材会社からの派遣社員を含みます。）は、当第

３四半期会計期間の平均人員を（　）外数で記載しております。
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第２【事業の状況】

１【生産、受注及び販売の状況】

(1）開発実績

　当第３四半期連結会計期間における開発実績をセグメントごとに示すと、次のとおりであります。

セグメントの名称

当第３四半期連結会計期間
　　　　　　　　　（自　平成22年10月１日
　　　　　　　　　　至　平成22年12月31日） 

金額（千円） 前年同四半期比(％)

 コンシューマーゲーム事業（受託開発部門） 332,221 －

 コンシューマーゲーム事業（自社販売部門） 76,560 －

 小計 408,782 －

 アミューズメント事業（受託開発部門） 107,075 －

 アミューズメント事業（自社販売部門） 103,274 －

 小計 210,350 －

 ネットワークコンテンツ事業 210,022 －

 合計 829,154 －

　

 （注）１．上記の金額には、消費税等は含まれておりません。

２．当社グループは、ゲームソフト開発事業を主としているため生産実績を定義することが困難なため、生産実績

の記載に代えて、開発実績を記載しております。

(2）受注状況

　当第３四半期連結会計期間における受注状況をセグメントごとに示すと、次のとおりであります。

セグメントの名称 

当第３四半期連結会計期間
　　　　　　　　　　（自　平成22年10月１日
　　　　　　　　　　　至　平成22年12月31日）

受注高（千円） 前年同四半期比(％) 受注残高（千円） 前年同四半期比(％)

コンシューマーゲーム事業

（受託開発部門）
867,195 － 902,271 －

アミューズメント事業（受

託開発部門）
84,900 － 689,069 －

ネットワークコンテンツ事

業
8,850 － － －

合計 960,945 － 1,591,340 －

 （注）１．上記の金額には、消費税等は含まれておりません。

　　　 ２．上記受注高は、「業務委託契約」による開発受託金のみを記載しております。

販売本数に応じて当社グループが受取るロイヤリティ収入は、受託時に未確定であるため、上記受注高には含

めておりません。
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(3）販売実績

　当第３四半期連結会計期間における販売実績をセグメントごとに示すと、次のとおりであります。

セグメントの名称 

当第３四半期連結会計期間
　　　　　　　　　（自　平成22年10月１日
　　　　　　　　　　至　平成22年12月31日） 

金額（千円） 前年同四半期比(％)

 コンシューマーゲーム事業（受託開発部門） 554,364 －

 コンシューマーゲーム事業（自社販売部門） 90,973 －

 小計 645,337 －

 アミューズメント事業（受託開発部門） 103,260 －

 アミューズメント事業（自社販売部門） 277,417 －

 小計 380,677 －

 ネットワークコンテンツ事業 835,340 －

 合計 1,861,356 －

 （注）１．主な相手先別の販売実績及び総販売実績に対する割合は次のとおりであります。

相手先

前第３四半期連結会計期間
（自　平成21年10月１日
至　平成21年12月31日）

当第３四半期連結会計期間
（自　平成22年10月１日
至　平成22年12月31日）

金額（千円） 割合（％） 金額（千円） 割合（％）

株式会社スクウェア・エニッ

クス（注３）
－ － 267,327 14.4

株式会社カプコン（注３） 259,241 17.7 － －

株式会社藤商事（注３） 169,043 11.6 － －

　 　　２．上記の金額には、消費税等は含まれておりません。

　　　 ３．金額の記載をしていない期間については、10％未満のため、記載を省略しております。　

　

２【事業等のリスク】

当第３四半期連結会計期間において、新たに生じた事業等のリスクはありません。

また、前事業年度の有価証券報告書に記載した事業等のリスクについて重要な変更はありません。  

３【経営上の重要な契約等】

　当第３四半期連結会計期間において、経営上の重要な契約等の決定又は締結等はありません。

　　　　また、当社は、平成23年１月14日開催の取締役会において、当社連結子会社である株式会社マイクロキャビンの株式の

一部譲渡を決議し、同日付でフィールズ株式会社に売却いたしました。詳細は「第５　経理の状況（重要な後発事

象）」をご覧ください。
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４【財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

文中の将来に関する事項は、当第３四半期報告書提出日現在において当社グループ（当社及び連結子会社）が判断し

たものであります。

（１）当四半期連結会計期間の経営成績の分析

　当社グループの四半期連結会計期間の経営成績は、以下のとおりであります。

①　売上高

　当第３四半期連結会計期間の売上高は、1,861百万円（前年同四半期比27.3％増）となりました。

　主な要因として、ネットワークコンテンツ事業においてPCブラウザゲーム「ブラウザ三国志」が好調に推移し、

前年同四半期会計期間対比で大幅に増加いたしました。しかしながらコンシューマーゲーム事業においては、自社

タイトルを国内で発売せず（前年同四半期は1タイトル）、またアミューズメント事業においては、遊技機向けソ

フトウェア受託開発の売上が前年同四半期対比で減少いたしました。

②　営業利益

　当第３四半期連結会計期間の営業利益は、123百万円（前年同四半期は132百万円の営業損失）となりました。

  主な要因として、ネットワークコンテンツ事業においてPCブラウザゲーム「ブラウザ三国志」が好調に推移し、　

収益に大きく寄与いたしました。コンシューマーゲーム事業では受託開発部門で過去に納品したタイトルのロイヤ

リティ収入が計上されるなど好調に推移いたしましたが、開発中のタイトルの一部を費用化したことから収益に寄

与することが出来ませんでした。またアミューズメント事業において自社販売部門では「ポケモンバトリオ」の後

継機種の開発費を費用化したこと、受託開発部門では前年同期に比べ売上が減少したことから収益面でも減少いた

しました。

③　経常利益

　当第３四半期連結会計期間の経常利益は、上記の営業利益に加え為替差損の計上があったものの資金運用による

受取利息等の計上により123百万円（前年同四半期は124百万円の経常損失）となりました。

④　四半期純利益

　当第３四半期連結会計期間の四半期純利益は、上記の経常利益の計上により78百万円（前年同四半期は353百万円

の四半期純損失）となりました。

　　当第３四半期連結会計期間の事業の種類別セグメントは次のとおりであります。

＜コンシューマーゲーム事業＞

　コンシューマーゲーム事業自社販売部門につきましては、国内においては新規タイトルの発売は行なわず、北米

販売子会社XSEED JKS, Inc.から２タイトルの発売を行ったほか、過去発売タイトルのリピート販売がありまし

た。結果、売上高90百万円となりました。

　コンシューマーゲーム事業受託開発部門につきましては、国内大手パブリッシャーからの受託開発のほかに、過

去に納品したタイトルのロイヤリティ収入が計上されるなど順調に推移いたしました。結果、売上高554百万円と

なりました。

　上記の結果、コンシューマーゲーム事業につきましては、売上高645百万円、利益面につきましては開発中のタイ

トル毎の将来の収益見込みを勘案し、開発費用の一部を費用化したことから収益に寄与することが出来ず、セグメ

ント損失67百万円となりました。

＜ネットワークコンテンツ事業＞

　前連結会計年度よりサービスを開始しましたPCブラウザゲーム「ブラウザ三国志」で販売するアイテムの追加

やゲーム要素の追加などで活性化を図り、収益に貢献いたしました。しかしながら前四半期にサービスを開始した

「ブラウザプロ野球」は当四半期では収益に寄与することが出来ず、また「ダービーマスター」およびiPhone向

けタイトルの開発費については将来の収益見込みを勘案し、ソフトウェア償却費を追加計上いたしました。

　上記の結果、ネットワークコンテンツ事業につきましては、売上高835百万円、セグメント利益341百万円となりま

した。

＜アミューズメント事業＞

　アミューズメント事業自社販売部門につきましては、キッズアミューズメントマシン「ポケモンバトリオ」の

パック販売の他、メダルゲーム「みんなでダービー」、小型クレーンゲーム「キューブモール」を販売した結果、

売上高277百万円となりました。

　アミューズメント事業受託開発部門につきましては、株式会社マイクロキャビンによる遊技機向けソフトウェア

の開発において計上マイルストンが減少したことにより、売上高103百万円となりました。

　上記の結果、アミューズメント事業につきましては、売上高380百万円となり、利益面につきましては、「ポケモン

バトリオ」の後継機種の開発費を費用化したことなどにより、セグメント損失0百万円となりました。
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（２）キャッシュ・フローの状況

　当第３四半期連結会計期間末における現金及び現金同等物（以下、「資金」という）は、前年同四半期連結会計

期間末に比べ757百万円減少し、1,587百万円（前年同四半期比32.3％減）となりました。

　当第３四半期連結会計期間における各キャッシュ・フローの状況とそれらの要因は次のとおりであります。

　（営業活動によるキャッシュ・フロー） 

　営業活動の結果得られた資金は、491百万円（前年同四半期比519.1％増）となりました。これは主に、税金等調整

前四半期純利益123百万円やたな卸資産の減少254百万円等によるものであります。

　（投資活動によるキャッシュ・フロー） 

　投資活動の結果支出した資金は、816百万円（前年同四半期比1,186.3％増）となりました。これは主に、余裕資金

の運用による投資有価証券の取得による支出798百万円によるものであります。

　（財務活動によるキャッシュ・フロー） 

　財務活動の結果支出した資金は、30百万円（前年同四半期は38百万円の収入）となりました。これは主に短期借

入金の純減27百万円や長期借入金の返済による支出３百万円等によるものであります。

（３）対処すべき課題

　　当第３四半期連結会計期間において新たに発生した事業上及び財務上の対処すべき課題はありません。

（４）研究開発活動

　当第３四半期連結会計期間におけるグループ全体の研究開発活動の金額は、63百万円であります。これはコン

シューマーゲーム事業に関する研究開発費25百万円のほか、アミューズメント事業に関する研究開発費27百万円、

ネットワークコンテンツ事業に関する研究開発費10百万円が計上されたものであります。

（５）経営成績に重要な影響を与える要因について

　当社グループを取り巻く環境は、家庭用ゲームソフト市場ではゲーム機器の普及が一巡し、国内・海外とも市場

規模が前年を下回る結果となっております。アミューズメント市場は厳しい環境が続く中、「ポケモンバトリオ」

を展開しているキッズアミューズメント分野につきましては堅調に推移いたしました。またオンラインゲーム市

場はソーシャルネットワークサービスやスマートフォンの急激な普及に伴い、無料や安価なカジュアルゲームを

楽しむユーザー層が増加し、市場が拡大いたしました。しかしながら景気悪化懸念は依然として残っており、個人

消費が落ち込んだ場合には、エンターテイメント業界もその影響を受けると考えられます。またインターネット業

界は技術革新や新サービスの出現、新方式の採用等、インターネット環境の変化の影響を強く受ける傾向にありま

す。このような環境を踏まえ、当社グループの事業に係るリスク要因として以下の事項を想定しており、これらが

当社の経営成績に影響を及ぼす可能性があります。

  コンシューマーゲーム事業自社販売部門につきましてはエンドユーザーである消費者の嗜好の変化や市場動向

の変化、開発中のタイトルの対応ゲーム機の普及状況の見込み差異、ユーザーに受け入れられるソフトを供給でき

なかった場合の販売不振などが考えられます。また受託開発部門につきましては、販売先の営業・開発政策動向の

変化により売上高が変動する可能性や、当社グループの開発進捗の難航による売上計上時期のずれ、納品済みの

ゲームソフトの瑕疵による修正対応等のコスト発生などが考えられます。 

  アミューズメント事業につきましては、現在「ポケモンバトリオ」が高稼働率を維持しておりますが、継続的な

バージョンアップや追加パックの投入にもかかわらず、その人気維持が難しくなった場合や新規タイトルの投入

に時間を要した場合などが考えられます。　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

  ネットワークコンテンツ事業につきましては、PCブラウザゲーム「ブラウザ三国志」が堅調に推移しておりま

すが、上述したとおりインターネット業界は新技術の開発やインターネット環境の変化、消費者嗜好の変化による

影響を受けやすく、必ずしもライフサイクルが長いとはいえない分野であるため、コンテンツの陳腐化などが考え

られます。また、当事業においては「ブラウザ三国志」へ顧客が集中する傾向にあるため、当タイトルに不具合が

生じたり、競合タイトルが台頭してきた場合には、会員数の減少等を招く可能性があります。　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

　　　　　　　　　

  さらにこれらの要因に加えまして、海外での事業活動を積極的に行うことにより様々な地域性によるビジネス

リスクが生じることが想定されます。
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（６）経営戦略の現状と見通しについて

　当社グループの属する家庭用ゲームソフト市場は、各ハードがより幅広いユーザー層に普及したことにより、販

売されるソフトのジャンルやゲーム性が多様化し１タイトルあたりの販売本数が減少する一方で、新たなゲーム

性が評価されたソフトではメガヒットとなるなど優勝劣敗のつきやすい厳しい競争環境が拡大すると思われま

す。またオンラインゲーム市場は、引き続きITや通信環境の発展に伴う多機能端末の普及が想定され、ネットワー

クを前提としたエンターテイメントに対するニーズが一層向上するものと予測されます。このような状況の中、当

社グループは、国内はもとより海外展開を視野に入れ、下記のような施策により事業の拡大をめざしてまいりま

す。

　コンシューマーゲーム事業自社販売部門につきましては、今後発売が予定されている携帯型次世代機向けのタイ

トル開発に取り組むことで国内販売の収益化を推進するとともに、海外パブリッシャーへのライセンス販売を行

うための営業体制を拡充することなどにより、収益改善に取り組んでまいります。

　コンシューマーゲーム事業受託開発部門につきましては、国内外の大手パブリッシャーへ企画提案型営業を行う

とともに、技術開発力をより強化し、ハイエンドな商品の受託開発実績を積むことで今後も継続的な収益確保をは

かる計画です。

　アミューズメント事業自社販売部門につきましては、「ポケモンバトリオ」の稼動率維持のための継続的な施策

を講じるとともに、新規のアミューズメントコンテンツ創造に向けて、開発販売体制の強化を推進してまいりま

す。

  アミューズメント事業受託開発部門につきましては、平成20年5月に子会社化しました株式会社マイクロキャビ

ンの株式の85％を本年1月14日にフィールズ株式会社に譲渡いたしました。今後同事業部門につきましては、同社

を含めた関係先を通して当該事業領域での発展可能性を検討していく所存であります。　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

　　　　　　　

　ネットワークコンテンツ事業につきましては、主力タイトルでありますPCブラウザゲーム「ブラウザ三国志」に

おいて、引き続きゲーム要素の追加等によるユーザー価値の向上を図ることで収益性を追求してまいります。同時

に、当タイトルに次ぐ新たなタイトルのラインナップの拡充に注力することで新規ユーザーへの訴求と定着を図

り、より一層の成長の原動力といたします。

（７）資本の財源及び資金の流動性についての分析

　当第３四半期連結会計期間末の総資産につきましては、売上債権の回収による減少、受託開発の開発成果物納品

や一部収益性低下に基づく評価減による仕掛品の減少、固定資産の減価償却費による減少等があったものの、余裕

資金の運用による有価証券や投資有価証券の増加等により前連結会計年度末に比べ170百万円増加し7,951百万円

となりました。負債につきましては買掛金、未払法人税等や未払金の増加等があったものの、短期借入金及び長期

借入金の減少等により前連結会計年度末に比べ54百万円減少し1,301百万円となりました。純資産につきましては

配当金の支払や四半期純利益の計上等により、前連結会計年度末に比べ224百万円増加し6,649百万円となりまし

た。

　なお、当第３四半期連結会計期間におけるキャッシュ・フローの状況に関しては、（２）キャッシュ・フローの

状況に記載のとおりであります。

（８）経営者の問題意識と今後の方針について

　当社グループの経営陣は、顧客満足度の高い、高品質な商品作りを通じてブランド構築を行ない中長期的な成長を

狙うことが重要な経営課題であると考えております。 

　今後におきましてはネットワークコンテンツ事業を最大の収益の分野と位置づけ開発リソースを傾注し、早期同

事業分野におけるポジションを確立するとともに、コンシューマーゲーム事業において高品質な開発の受託実績を

積むとともに、自社販売タイトルの開発に積極的に取り組むことで収益力の向上を図り、企業規模の拡大をめざし

てまいります。
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第３【設備の状況】
(1）主要な設備の状況

　　当第３四半期連結会計期間において、主要な設備に重要な異動はありません。

(2）設備の新設、除却等の計画

　該当事項はありません。
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第４【提出会社の状況】

１【株式等の状況】

（１）【株式の総数等】

①【株式の総数】

種類 発行可能株式総数（株）

普通株式 160,000

計 160,000

②【発行済株式】

種類
第３四半期会計期間末現
在発行数（株）
(平成22年12月31日)

提出日現在発行数（株）
(平成23年２月14日)

上場金融商品取引所名
又は登録認可金融商品
取引業協会名

内容

普通株式 54,495 54,495 東京証券取引所第二部

当社は単元株制

度は採用してお

りません。

計 54,495 54,495 － －

 （注）「提出日現在発行数」欄には、平成23年２月１日からこの四半期報告書提出日までの新株予約権の行使により発

行された株式数は含まれておりません。
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（２）【新株予約権等の状況】

　　　　　旧商法第280条ノ20及び第280条ノ21の規定に基づき発行した新株予約権は、次のとおりであります。

　　①平成17年８月26日臨時株主総会及び平成17年10月27日取締役会決議

区分
第３四半期会計期間末現在
（平成22年12月31日）

新株予約権の数（個） 60

新株予約権のうち自己新株予約権の数（個） －

新株予約権の目的となる株式の種類 普通株式

新株予約権の目的となる株式の数（株） 60

新株予約権の行使時の払込金額（円） 60,000

新株予約権の行使期間
自　平成19年11月１日

至　平成24年８月31日

新株予約権の行使により株式を発行する場合の株式の

発行価格及び資本組入額（円）

発行価格　　60,000

資本組入額　30,000

新株予約権の行使の条件 （注）５

新株予約権の譲渡に関する事項 （注）５

代用払込みに関する事項 － 

組織再編成行為に伴う新株予約権の交付に関する事項 － 

　（注）１．当社が株式分割又は株式併合を行う場合には、次の算定式を調整し、調整の結果生じる１株未満の株式はこれ

を切り捨てる。

 調整後発行株式数　　＝　　調整前発行株式数　　×　　分割・併合の比率

２．当社が株式分割、株式併合を行う場合は、次の算式により行使価額を調整し、調整により生ずる１円未満の　　

　　　　

端数は切り上げる。

 調整後払込金額  ＝ 調整前払込金額 × 
 １

 分割・併合の比率 

３．新株予約権発行後、当社が調整前の行使価額を下回る価額で新株式の発行又は自己株式を処分（新株予約権

の行使により新株式を発行又は自己株式を処分する場合を除く）を行う場合は、次の算式により行使価額を

調整し、調整により生ずる１円未満の端数は切り上げる。

         

調整後払込金額 ＝
既発行株式数 × 調整前払込金額 ＋

新発行株式数（又は

処分する自己株式

数） 

×

１株当たり払込金額

（又は１株当たりの

処分金額） 

既発行株式数 ＋新発行株式数（又は処分する自己株式数） 

上記調整式において、「既発行株式数」とは、当社の発行済普通株式総数をいい、当社の保有する自己株式数

は含まないものとする。また、その時点における行使価額を下回る価額により新株式の発行又は自己株式の

移転を受けることができる新株予約権又は新株予約権が付された新株予約権付社債の発行が行われる場合

にも上記調整式によって調整される。この場合において、１株当たりの払込金額は、当該新株予約権を行使し

た場合の1株当たりの新株式の発行価格（商法第280条ノ20第４項の定義による。以下同様とする。）又は自

己株式の処分価額（当該新株予約権の発行価額と当該新株予約権の行使の際の払込額の合計額をいう。以下

同様とする。）をいう。
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４．当社が他社と吸収合併を行う場合において、合併契約書により新株予約権を存続会社において承継すること

が認められたとき、又は当社が会社分割を行う場合において、分割によって設立された会社若しくは分割に

よって営業を承継する会社が新株予約権にかかる当社の義務を承継する場合、当社は必要と認める行使価額

の調整を行う。

５．新株予約権の行使に係わる行使の条件、譲渡に関する事項は次のとおりであります。

（１）新株予約権の行使の条件

①対象者は当社普通株式にかかる株券が日本国内の証券取引所に上場された日及び権利行使可能日以後に

おいてのみ、新株予約権を行使することができる。

②対象者は、新株予約権の行使時においても、当社又は当社子会社の取締役、監査役又は従業員（顧問も含ま

れる。）の地位を保有していることを要する。

③新株予約権の譲渡、質入その他一切の処分は認められないものとする。

④対象者が死亡により権利行使資格を喪失した場合、対象者の相続人は新株予約権を行使できない。

⑤その他権利行使の条件については、株主総会並びに新株予約権発行に係る取締役会の決議に基づき、当社

と新株予約権の割当てを受けた者との間で締結する「新株予約権割当契約」で定めるところによる。

（２）新株予約権の償却事由および条件 

①当社が消滅会社となる合併契約書の議案、当社が完全子会社となる株式交換契約書承認の議案ならびに株

式移転の議案が株主総会で承認されたときは、新株予約権は無償で償却できる。 

②新株予約権の割当を受けたものが権利行使する前に、当社または当社の子会社の取締役、従業員の地位を

喪失した場合、当該新株予約権については無償で償却できる。

（３）新株予約権の譲渡制限

新株予約権を譲渡するには取締役会の承認を要する。 

　②平成18年４月20日臨時株主総会及び平成18年４月27日取締役会決議

区分
第３四半期会計期間末現在
（平成22年12月31日）

新株予約権の数（個） 230

新株予約権のうち自己新株予約権の数（個） －

新株予約権の目的となる株式の種類 普通株式

新株予約権の目的となる株式の数（株） 230

新株予約権の行使時の払込金額（円） 240,000

新株予約権の行使期間
自　平成20年５月１日

至　平成25年４月30日

新株予約権の行使により株式を発行する場合の株式の

発行価格及び資本組入額（円）

発行価格   　240,000

資本組入額   120,000

新株予約権の行使の条件 （注）５

新株予約権の譲渡に関する事項 （注）５

代用払込みに関する事項 － 

組織再編成行為に伴う新株予約権の交付に関する事項 － 

　（注）１．当社が株式分割又は株式併合を行う場合には、次の算定式を調整し、調整の結果生じる１株未満の株式はこれ

を切り捨てる。

 調整後発行株式数　　＝　　調整前発行株式数　　×　　分割・併合の比率

２．当社が株式分割、株式併合を行う場合は、次の算式により行使価額を調整し、調整により生ずる１円未満の　　

　　　　

端数は切り上げる。

 調整後払込金額  ＝ 調整前払込金額 × 
 １

 分割・併合の比率 
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３．新株予約権発行後、当社が調整前の行使価額を下回る価額で新株式の発行又は自己株式を処分（新株予約権

の行使により新株式を発行又は自己株式を処分する場合を除く）を行う場合は、次の算式により行使価額を

調整し、調整により生ずる１円未満の端数は切り上げる。

         

調整後払込金額 ＝
既発行株式数 × 調整前払込金額 ＋

新発行株式数（又は

処分する自己株式

数） 

×

１株当たり払込金額

（又は１株当たりの

処分金額） 

既発行株式数 ＋新発行株式数（又は処分する自己株式数） 

上記調整式において、「既発行株式数」とは、当社の発行済普通株式総数をいい、当社の保有する自己株式数

は含まないものとする。また、その時点における行使価額を下回る価額により新株式の発行又は自己株式の

移転を受けることができる新株予約権又は新株予約権が付された新株予約権付社債の発行が行われる場合

にも上記調整式によって調整される。この場合において、１株当たりの払込金額は、当該新株予約権を行使し

た場合の1株当たりの新株式の発行価格（商法第280条ノ20第４項の定義による。以下同様とする。）又は自

己株式の処分価額（当該新株予約権の発行価額と当該新株予約権の行使の際の払込額の合計額をいう。以下

同様とする。）をいう。

４．当社が他社と吸収合併を行う場合において、合併契約書により新株予約権を存続会社において承継すること

が認められたとき、又は当社が会社分割を行う場合において、分割によって設立された会社若しくは分割に

よって営業を承継する会社が新株予約権にかかる当社の義務を承継する場合、当社は必要と認める行使価額

の調整を行う。

５．新株予約権の行使に係わる行使の条件、譲渡に関する事項は次のとおりであります。

（１）新株予約権の行使の条件

①対象者は当社普通株式にかかる株券が日本国内の証券取引所に上場された日及び権利行使可能日以後に

おいてのみ、新株予約権を行使することができる。

②対象者は、新株予約権の行使時においても、当社又は当社子会社の取締役、監査役又は従業員（顧問も含ま

れる。）の地位を保有していることを要する。

③新株予約権の譲渡、質入その他一切の処分は認められないものとする。

④対象者が死亡により権利行使資格を喪失した場合、対象者の相続人は新株予約権を行使できない。

⑤その他権利行使の条件については、株主総会並びに新株予約権発行に係る取締役会の決議に基づき、当社

と新株予約権の割当てを受けた者との間で締結する「新株予約権割当契約」で定めるところによる。

（２）新株予約権の償却事由および条件 

①当社が消滅会社となる合併契約書の議案、当社が完全子会社となる株式交換契約書承認の議案ならびに株

式移転の議案が株主総会で承認されたときは、新株予約権は無償で償却できる。 

②新株予約権の割当を受けたものが権利行使する前に、当社または当社の子会社の取締役、従業員の地位を

喪失した場合、当該新株予約権については無償で償却できる。

（３）新株予約権の譲渡制限

新株予約権を譲渡するには取締役会の承認を要する。 

（３）【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

　該当事項はありません。　
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（４）【ライツプランの内容】

　該当事項はありません。　

（５）【発行済株式総数、資本金等の推移】

年月日
発行済株式総
数増減数
（株）

発行済株式総
数残高（株）

資本金増減額
（千円）

資本金残高
（千円）

資本準備金増
減額（千円）

資本準備金残
高（千円）

平成22年10月１日～　

　平成22年12月31日

（注）　　　　　　　　　　

10 54,495 300 3,200,271 300 2,798,114

（注）新株予約権の行使による増加であります。

（６）【大株主の状況】

大量保有報告等の写しの送付がなく、当第３四半期会計期間において、大株主の異動は把握しておりません。

（７）【議決権の状況】

　　当第３四半期会計期間末日現在の「議決権の状況」については、株主名簿の記載内容が確認できないため、記載

することができないことから、直前の基準日（平成22年９月30日）に基づく株主名簿による記載をしておりま

す。

①【発行済株式】

 平成22年12月31日現在

区分 株式数（株） 議決権の数（個） 内容

無議決権株式 － － －

議決権制限株式（自己株式等） － － －

議決権制限株式（その他） － － －

完全議決権株式（自己株式等） － － －

完全議決権株式（その他） 普通株式　54,495 54,495 －

単元未満株式 － － －

発行済株式総数 54,495 － －

総株主の議決権 － 54,495 －

　

②【自己株式等】

 平成22年12月31日現在

所有者の氏名又は
名称

所有者の住所
自己名義所有株
式数（株）

他人名義所有株
式数（株）

所有株式数の合
計（株）

発行済株式総数に
対する所有株式数
の割合（％）

－ － － － － －

計 － － － － －
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２【株価の推移】

【当該四半期累計期間における月別最高・最低株価】

月別
平成22年
４月

５月 ６月 ７月 ８月 ９月 10月 11月 12月

最高（円） 183,800171,000179,500193,000166,100120,300132,000117,700128,300

最低（円） 111,000113,000131,200149,00092,30099,40099,30093,70098,600

　（注）最高・最低株価は東京証券取引所市場第二部におけるものであります。

３【役員の状況】

前事業年度の有価証券報告書提出日後、当四半期報告書提出日までの役員の異動は、次のとおりであります。 

（1）新任役員　

役名 職名　 氏名　 生年月日　 略歴　 任期　

所有

株式数

（千株）　

就任

年月日　

　監査役 　－ 齊藤　章
昭和21年

12月25日生

昭和44年４月  伊藤忠商事㈱入社

昭和61年４月  同社情報通信総合企画室統

括チーム長兼業務部情報政

策チーム

平成３年４月  同社タイムワーナー関連事

業本部次長役

平成６年10月  同社アパレル第五部課長

平成９年10月  同社金融・保険・物流カン

パニー経営企画室情報担当

部長（平成10年12月退社）

平成22年９月　当社監査役就任（現任）

（注） 　―　　
平成22年

９月30日

（注）退任した監査役の補欠として就任したため、任期は前任者の任期満了の時である平成26年３月期に係る定時株

主総会の終結の時までであります。

　

（2）退任役員

　役名 　職名 氏名　 退任年月日　

　監査役 　－ 　北畠　光弘　 　平成22年9月30日
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第５【経理の状況】

１．四半期連結財務諸表の作成方法について

　当社の四半期連結財務諸表は、「四半期連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」（平成19年内閣府令

第64号。以下「四半期連結財務諸表規則」という。）に基づいて作成しております。

　なお、前第３四半期連結会計期間（平成21年10月１日から平成21年12月31日まで）及び前第３四半期連結累計期間

（平成21年４月１日から平成21年12月31日まで）は、改正前の四半期連結財務諸表規則に基づき、当第３四半期連結

会計期間（平成22年10月１日から平成22年12月31日まで）及び当第３四半期連結累計期間（平成22年４月１日から

平成22年12月31日まで）は、改正後の四半期連結財務諸表規則に基づいて作成しております。

２．監査証明について

　当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、前第３四半期連結会計期間（平成21年10月１日から平

成21年12月31日まで）及び前第３四半期連結累計期間（平成21年４月１日から平成21年12月31日まで）に係る四半

期連結財務諸表については、あずさ監査法人による四半期レビューを受け、また、当第３四半期連結会計期間（平成22

年10月１日から平成22年12月31日まで）及び当第３四半期連結累計期間（平成22年４月１日から平成22年12月31日

まで）に係る四半期連結財務諸表について、有限責任 あずさ監査法人による四半期レビューを受けております。

　なお、あずさ監査法人は、監査法人の種類の変更により、平成22年７月１日をもって有限責任 あずさ監査法人となっ

ております。　　
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１【四半期連結財務諸表】
（１）【四半期連結貸借対照表】

（単位：千円）

当第３四半期連結会計期間末
(平成22年12月31日)

前連結会計年度末に係る
要約連結貸借対照表
(平成22年３月31日)

資産の部

流動資産

現金及び預金 2,789,045 2,582,332

受取手形及び売掛金 1,492,714 2,141,764

有価証券 1,293,254 38,241

商品及び製品 45,334 96,278

仕掛品 646,688 948,320

原材料及び貯蔵品 1,985 14,265

繰延税金資産 226,828 242,852

その他 194,390 314,006

貸倒引当金 △39,752 △844

流動資産合計 6,650,490 6,377,218

固定資産

有形固定資産

建物（純額） ※1
 263,830

※1
 254,337

工具、器具及び備品（純額） ※1
 121,692

※1
 183,502

土地 136,953 136,953

その他（純額） ※1
 958

※1
 8,349

有形固定資産合計 523,434 583,143

無形固定資産

のれん 133,353 175,032

ソフトウエア 124,675 119,108

ソフトウエア仮勘定 49,115 217,874

その他 1,021 1,021

無形固定資産合計 308,165 513,035

投資その他の資産

投資有価証券 277,061 121,857

敷金及び保証金 173,453 173,825

繰延税金資産 14,960 7,380

破産更生債権等 16,071 18,497

その他 3,600 4,348

貸倒引当金 △16,071 △18,497

投資その他の資産合計 469,076 307,412

固定資産合計 1,300,676 1,403,592

資産合計 7,951,166 7,780,810
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（単位：千円）

当第３四半期連結会計期間末
(平成22年12月31日)

前連結会計年度末に係る
要約連結貸借対照表
(平成22年３月31日)

負債の部

流動負債

買掛金 239,593 388,541

短期借入金 158,296 303,770

1年内返済予定の長期借入金 14,280 14,280

未払法人税等 252,706 37,689

引当金 23,463 84,972

その他 418,858 357,192

流動負債合計 1,107,197 1,186,449

固定負債

社債 50,000 50,000

長期借入金 69,060 79,770

資産除去債務 35,473 －

その他 40,000 40,000

固定負債合計 194,533 169,770

負債合計 1,301,730 1,356,219

純資産の部

株主資本

資本金 3,200,271 3,196,101

資本剰余金 2,874,126 2,869,956

利益剰余金 606,788 372,094

株主資本合計 6,681,185 6,438,151

評価・換算差額等

その他有価証券評価差額金 △9,051 △2,612

為替換算調整勘定 △24,087 △18,188

評価・換算差額等合計 △33,139 △20,801

少数株主持分 1,390 7,241

純資産合計 6,649,436 6,424,591

負債純資産合計 7,951,166 7,780,810
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（２）【四半期連結損益計算書】
【第３四半期連結累計期間】

（単位：千円）

前第３四半期連結累計期間
(自　平成21年４月１日
　至　平成21年12月31日)

当第３四半期連結累計期間
(自　平成22年４月１日
　至　平成22年12月31日)

売上高 4,369,850 5,460,100

売上原価 3,165,919 2,791,707

売上総利益 1,203,930 2,668,393

販売費及び一般管理費 ※1
 1,855,963

※1
 1,805,588

営業利益又は営業損失（△） △652,032 862,804

営業外収益

受取利息 3,435 10,637

受取配当金 182 182

受取開発負担金 2,679 －

その他 6,383 8,827

営業外収益合計 12,679 19,647

営業外費用

支払利息 3,249 2,935

為替差損 17,076 50,969

投資有価証券評価損 － 2,885

リース解約損 － 4,952

その他 170 －

営業外費用合計 20,496 61,742

経常利益又は経常損失（△） △659,849 820,709

特別利益

固定資産売却益 － 3,131

貸倒引当金戻入額 － 600

特別利益合計 － 3,731

特別損失

固定資産売却損 － 541

固定資産除却損 8,532 444

開発中止損 16,960 157,892

本社移転費用 31,161 －

特別退職金 － 66,889

資産除去債務会計基準の適用に伴う影響額 － 3,414

特別損失合計 56,654 229,182

税金等調整前四半期純利益又は税金等調整前四半期
純損失（△）

△716,504 595,259

法人税、住民税及び事業税 9,346 284,226

法人税等調整額 59,679 －

法人税等合計 69,025 284,226

少数株主損益調整前四半期純利益 － 311,032

少数株主損失（△） △18,519 △5,195

四半期純利益又は四半期純損失（△） △767,010 316,228
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【第３四半期連結会計期間】
（単位：千円）

前第３四半期連結会計期間
(自　平成21年10月１日
　至　平成21年12月31日)

当第３四半期連結会計期間
(自　平成22年10月１日
　至　平成22年12月31日)

売上高 1,461,822 1,861,356

売上原価 996,474 1,199,100

売上総利益 465,347 662,255

販売費及び一般管理費 ※1
 597,859

※1
 538,890

営業利益又は営業損失（△） △132,512 123,364

営業外収益

受取利息 850 5,177

受取配当金 91 91

為替差益 5,518 －

その他 2,734 4,534

営業外収益合計 9,195 9,803

営業外費用

支払利息 1,206 870

為替差損 － 8,536

営業外費用合計 1,206 9,407

経常利益又は経常損失（△） △124,523 123,760

特別利益

貸倒引当金戻入額 18,042 200

特別利益合計 18,042 200

特別損失

本社移転費用 3,943 －

特別損失合計 3,943 －

税金等調整前四半期純利益又は税金等調整前四半期
純損失（△）

△110,425 123,960

法人税、住民税及び事業税 △5,702 45,360

法人税等調整額 245,370 －

法人税等合計 239,667 45,360

少数株主損益調整前四半期純利益 － 78,600

少数株主利益 3,704 24

四半期純利益又は四半期純損失（△） △353,797 78,576
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（３）【四半期連結キャッシュ・フロー計算書】
（単位：千円）

前第３四半期連結累計期間
(自　平成21年４月１日
　至　平成21年12月31日)

当第３四半期連結累計期間
(自　平成22年４月１日
　至　平成22年12月31日)

営業活動によるキャッシュ・フロー

税金等調整前四半期純利益又は税金等調整前四
半期純損失（△）

△716,504 595,259

減価償却費 232,152 243,444

開発中止損 16,960 157,892

売上債権の増減額（△は増加） △117,645 612,899

たな卸資産の増減額（△は増加） 166,506 202,287

仕入債務の増減額（△は減少） △99,405 △146,692

その他 54,311 227,065

小計 △463,624 1,892,156

利息及び配当金の受取額 3,759 9,093

利息の支払額 △3,142 △2,722

法人税等の支払額 △127,168 △51,266

法人税等の還付額 61,785 128,541

営業活動によるキャッシュ・フロー △528,390 1,975,802

投資活動によるキャッシュ・フロー

有形固定資産の取得による支出 △144,436 △15,947

有形固定資産の売却による収入 － 9,180

無形固定資産の取得による支出 △183,966 △96,342

子会社株式の取得による支出 △77,537 －

投資有価証券の取得による支出 － △1,277,941

投資有価証券の売却による収入 － 2,000

投資有価証券の償還による収入 － 33,536

定期預金の預入による支出 △100,000 △1,500,960

定期預金の払戻による収入 － 200,000

敷金の差入による支出 △80,013 △270

敷金の回収による収入 251,112 580

連結の範囲の変更を伴う子会社株式の取得によ
る支出

△32,034 －

投資活動によるキャッシュ・フロー △366,875 △2,646,164

財務活動によるキャッシュ・フロー

短期借入金の純増減額（△は減少） 169,964 △133,287

長期借入れによる収入 100,000 －

長期借入金の返済による支出 △2,380 △10,710

社債の償還による支出 △200,000 －

新株予約権の行使による株式の発行による収入 － 8,340

配当金の支払額 △112 △80,986

財務活動によるキャッシュ・フロー 67,472 △216,644

現金及び現金同等物に係る換算差額 △14,622 △8,102

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） △842,415 △895,108

現金及び現金同等物の期首残高 3,187,648 2,483,022

現金及び現金同等物の四半期末残高 ※1
 2,345,233

※1
 1,587,914
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【四半期連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項等の変更】

 
当第３四半期連結累計期間
（自　平成22年４月１日
至　平成22年12月31日）

 １．会計処理基準に関する事項の変更 （資産除去債務に関する会計基準の適用）

　第１四半期連結会計期間より、「資産除去債務に関する会計基準」（企業会

計基準第18号　平成20年３月31日）及び「資産除去債務に関する会計基準の

適用指針」（企業会計基準適用指針第21号　平成20年３月31日）を適用して

おります。

　これにより、当第３四半期連結累計期間の営業利益及び経常利益は4,383千

円、税金等調整前四半期純利益は7,797千円それぞれ減少しております。また、

当会計基準等の適用開始による資産除去債務の変動額は35,052千円でありま

す。

 （税金費用の計算方法の変更）

　従来、税金費用については、四半期連結会計期間を含む事業年度の法人税等

の計算に適用される税率に基づき、年度決算と同様の方法により計算をして

おりましたが、四半期連結会計期間の税引前当期純利益に対する税金費用を

平準化させること及び四半期決算における迅速性に対応するため、第１四半

期連結会計期間から税引前四半期純利益に見積実効税率を乗じて計算する方

法に変更しております。

　この結果、従来の方法によった場合と比べ、当第３四半期連結累計期間の法

人税等は35,007千円減少し、四半期純利益が同額増加しております。

【表示方法の変更】

当第３四半期連結累計期間
（自　平成22年４月１日
至　平成22年12月31日）

（四半期連結損益計算書）

　「連結財務諸表に関する会計基準」（企業会計基準第22号　平成20年12月26日）に基づく「財務諸表等の用語、様

式及び作成方法に関する規則等の一部を改正する内閣府令」（平成21年３月24日　内閣府令第５号）の適用によ

り、当第３四半期連結累計期間では、「少数株主損益調整前四半期純利益」の科目で表示しております。

　

当第３四半期連結会計期間
（自　平成22年10月１日
至　平成22年12月31日）

（四半期連結損益計算書）

　「連結財務諸表に関する会計基準」（企業会計基準第22号　平成20年12月26日）に基づく「財務諸表等の用語、様

式及び作成方法に関する規則等の一部を改正する内閣府令」（平成21年３月24日　内閣府令第５号）の適用によ

り、当第３四半期連結会計期間では、「少数株主損益調整前四半期純利益」の科目で表示しております。

【簡便な会計処理】

 
当第３四半期連結累計期間
（自　平成22年４月１日
至　平成22年12月31日）

　固定資産の減価償却費の算定方法 　定率法を採用している資産については、連結会計年度に係る減価償却費の額

を期間按分して算定する方法によっております。

【四半期連結財務諸表の作成にあたり適用した特有の会計処理】

 
 
 

当第３四半期連結累計期間
（自　平成22年４月１日 
 至　平成22年12月31日）

 　税金費用の計算 　当連結会計年度の税引前当期純利益に対する税効果会計適用後の実効税率を合理的に

見積り、税引前四半期純利益に当該見積実効税率を乗じて計算する方法を採用しており

ます。

　なお、法人税等調整額は、法人税、住民税及び事業税に含めて表示しております。
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【注記事項】

（四半期連結貸借対照表関係）

当第３四半期連結会計期間末
（平成22年12月31日）

前連結会計年度末
（平成22年３月31日）

※１　有形固定資産の減価償却累計額は、870,526千円であ

ります。

※１　有形固定資産の減価償却累計額は、786,194千円であ

ります。

　

　

　

（四半期連結損益計算書関係）

前第３四半期連結累計期間
（自　平成21年４月１日
至　平成21年12月31日）

当第３四半期連結累計期間
（自　平成22年４月１日
至　平成22年12月31日）

※１　販売費及び一般管理費のうち主要な費目及び金額は

次のとおりであります。

役員報酬 103,540千円

給料手当 367,041 

賞与引当金繰入額 16,609 

研究開発費 484,079 

広告宣伝費 252,406 

貸倒引当金繰入額　 844 

減価償却費 23,452 

支払手数料 229,956 

※１　販売費及び一般管理費のうち主要な費目及び金額は

次のとおりであります。

役員報酬 54,475千円

給料手当 350,996 

賞与引当金繰入額 6,624 

研究開発費 352,136 

広告宣伝費 74,092 

貸倒引当金繰入額　 41,482 

減価償却費 16,147 

支払手数料 489,815 

前第３四半期連結会計期間
（自　平成21年10月１日
至　平成21年12月31日）

当第３四半期連結会計期間
（自　平成22年10月１日
至　平成22年12月31日）

※１　販売費及び一般管理費のうち主要な費目及び金額は

次のとおりであります。

役員報酬 26,842千円

給料手当 127,351 

賞与引当金繰入額 2,445 

研究開発費 165,684 

広告宣伝費 39,559 

貸倒引当金繰入額 844 

減価償却費 8,494 

支払手数料 95,560 

※１　販売費及び一般管理費のうち主要な費目及び金額は

次のとおりであります。

役員報酬 14,609千円

給料手当 112,502 

賞与引当金繰入額 1,737 

研究開発費 63,268 

広告宣伝費 19,616 

貸倒引当金繰入額 － 

減価償却費 5,454 

支払手数料 179,377 
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（四半期連結キャッシュ・フロー計算書関係）

前第３四半期連結累計期間
（自　平成21年４月１日
至　平成21年12月31日）

当第３四半期連結累計期間
（自　平成22年４月１日
至　平成22年12月31日）

※１　現金及び現金同等物の四半期末残高と四半期連結貸

借対照表に掲記されている科目の金額との関係

（平成21年12月31日現在）

 （千円）

現金及び預金勘定

預入期間が３ヶ月を越える定期預金　

2,445,233

△100,000　

現金及び現金同等物 2,345,233

 

※１　現金及び現金同等物の四半期末残高と四半期連結貸

借対照表に掲記されている科目の金額との関係

（平成22年12月31日現在）

 （千円）

現金及び預金勘定

有価証券　

預入期間が３ヶ月を超える定期預金　　

2,789,045

199,828

　

△1,400,960　

　

現金及び現金同等物 1,587,914

 

（株主資本等関係）

当第３四半期連結会計期間末（平成22年12月31日）及び当第３四半期連結累計期間（自　平成22年４月１日　至　

平成22年12月31日）

１．発行済株式の種類及び総数

　普通株式　　　　54,495株

 

２．自己株式の種類及び株式数

　該当事項はありません。

 

３．新株予約権等に関する事項

　該当事項はありません。

 

４．配当に関する事項

（決議）

株式の種類
配当金の総額

（千円）

１株当たり

配当額

（円）

基準日 効力発生日 配当の原資 

平成22年５月12日　

取締役会
普通株式 81,534 1,500 平成22年３月31日 平成22年６月24日利益剰余金
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（セグメント情報等）

【事業の種類別セグメント情報】

　前第３四半期連結会計期間（自平成21年10月１日　至平成21年12月31日）

 
 

コンシューマー
ゲーム事業
（千円）

アミューズメン
ト事業
（千円）

計
（千円）

消去又は全社
（千円）

連結
（千円）

売上高      

(1）外部顧客に対する売上

高
945,463 516,3581,461,822 － 1,461,822

(2）セグメント間の内部売

上高又は振替高
－ － － － －

計 945,463 516,3581,416,822 － 1,416,822

営業利益又は営業損失(△) △39,537 50,701 11,163 △143,676△132,512

　前第３四半期連結累計期間（自平成21年４月１日　至平成21年12月31日）

 
 

コンシューマー
ゲーム事業
（千円）

アミューズメン
ト事業
（千円）

計
（千円）

消去又は全社
（千円）

連結
（千円）

売上高      

(1）外部顧客に対する売上

高
2,732,2401,637,6094,369,850 － 4,369,850

(2）セグメント間の内部売

上高又は振替高
－ － － － －

計 2,732,2401,637,6094,369,850 － 4,369,850

営業利益又は営業損失(△) △500,175 225,917△274,258△377,774△652,032

（注）１．事業区分の方法

　　　　　事業は、製品の系列及び市場の類似性を考慮して区分しております。

　　　２．各区分に属する主要な製品

事業区分 主要製品

コンシューマーゲー

ム事業

家庭用ゲーム機向けゲームソフト、携帯型ゲーム機向けゲームソフト

アミューズメント事

業

アミューズメント施設向けゲーム機器及び周辺グッズ

　　　３．会計方針の変更

「四半期連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項等の変更」２．（１）に記載のとおり、第１

四半期連結会計期間より、受注ソフトウェア開発に係る収益及び費用の計上基準については、従来の工

事完成基準から成果の確実性が認められる開発については工事進行基準（工事の進捗率の見積もりは

原価比例法）に変更しております。この変更に伴い当第３四半期連結累計期間における「コンシュー

マーゲーム事業」の売上高が85,639千円増加し営業損失が25,817千円減少しております。　
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【所在地別セグメント情報】

前第３四半期連結会計期間（自平成21年10月１日　至平成21年12月31日） 

 
日本
（千円）

北米
（千円）

計
（千円）

消去又は全社
（千円）

連結
（千円）

 売上高      

(1）外部顧客に対する売上高 1,353,473108,3491,461,822 － 1,461,822

(2）
セグメント間の内部売上高又

は振替高
21,649 － 21,649 △21,649 －

 計 1,375,122108,3491,483,471△21,6491,461,822

 営業利益 10,054 1,109 11,163△143,676△132,512

　

前第３四半期連結累計期間（自平成21年４月１日　至平成21年12月31日） 

 
日本
（千円）

北米
（千円）

計
（千円）

消去又は全社
（千円）

連結
（千円）

 売上高      

(1）外部顧客に対する売上高 4,016,158353,6914,369,850 － 4,369,850

(2）
セグメント間の内部売上高又

は振替高
25,362 － 25,362 △25,362 －

 計 4,041,521353,6914,395,212△25,3624,369,850

 営業損失(△) △220,633△53,624△274,258△377,774△652,032

 （注）　１．国又は地域は、地理的近接度により区分しております。

２．本邦以外の区分に属する国又は地域の内訳は次のとおりであります。

北米・・・米国、カナダ　

 　　　　３．会計方針の変更

「四半期連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項等の変更」２．（１）に記載のとおり、第１四半

期連結会計期間より、受注ソフトウェア開発に係る収益及び費用の計上基準については、従来の工事完成基

準から成果の確実性が認められる開発については工事進行基準（工事の進捗率の見積もりは原価比例法）

に変更しております。この変更に伴い所在地別セグメント「日本」における当第３四半期連結累計期間の売

上高が85,639千円増加し営業損失が25,817千円減少しております。　

 

【海外売上高】

　前第３四半期連結会計期間（自平成21年10月１日　至平成21年12月31日）

 米国 欧州 計

 Ⅰ　海外売上高　　(千円) 283,302 － 283,302

 Ⅱ　連結売上高　　(千円)         1,461,822

 Ⅲ　連結売上高に占める海外

　　 売上高の割合(％)
19.4 － 19.4

　前第３四半期連結累計期間（自平成21年４月１日　至平成21年12月31日）

 米国 欧州 計

 Ⅰ　海外売上高　　(千円) 944,157 － 944,157

 Ⅱ　連結売上高　　(千円)         4,369,850

 Ⅲ　連結売上高に占める海外

　　 売上高の割合(％)
21.6 － 21.6

（注）１．海外売上高は、当社及び連結子会社の本邦以外の国または地域における売上高であります。　

（注）２．各区分に属する国又は地域の内訳は次のとおりであります。

　　　　　欧州：イギリス、スペイン　
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【セグメント情報】

１．報告セグメントの概要　

　当社グループの報告セグメントは、当社グループの構成単位のうち分離された財務情報が入手可能であり、取締役会

及び経営会議において、経営資源の配分の決定及び業績を評価するために、定期的に検討を行う対象となっているも

のであります。

　当社グループは、製品・サービス別の事業本部を置き、各事業本部は、取り扱う製品・サービスについて、国内及び海

外の包括的な戦略を立案し、事業活動を展開しております。

　したがって、当社グループは、事業本部を基礎とした製品・サービス別のセグメントから構成されており、「コン

シューマーゲーム事業」、「ネットワークコンテンツ事業」及び「アミューズメント事業」の３つを報告セグメント

としております。

　「コンシューマーゲーム事業」はコンシューマーゲーム販売店やコンシューマーゲーム開発企業に販売するコン

シューマーゲームの開発・製造・販売を行っており、「ネットワークコンテンツ事業」は、一般消費者やネットワー

クゲーム開発企業が利用するネットワークゲームの開発・運営を行っており、「アミューズメント事業」は、施設運

営企業や施設機器販売企業が販売するための施設機器及びソフトウェアの開発・製造・販売を行っております。

　

２．報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報　

当第３四半期連結累計期間（自平成22年４月１日　至平成22年12月31日）

（単位：千円）

 

報告セグメント
調整額
（注）１．

四半期連結損
益計算書計上
額（注）２．

コンシュー
マーゲーム事

業

ネットワー
クコンテン
ツ事業

アミューズメ
ント事業

計

売上高       

外部顧客への売上高 1,709,2132,430,2191,320,6675,460,100 － 5,460,100

セグメント間の内部売上高

又は振替高
－ － － － － －

計 1,709,2132,430,2191,320,6675,460,100 － 5,460,100

セグメント利益又は損失

（△）
△102,0351,263,661153,9261,315,551△452,746862,804

（注）１．セグメント利益の調整額△452,746千円には、のれんの償却額△41,679千円、各報告セグメントに配分して

いない全社費用△411,067千円が含まれております。全社費用は、主に報告セグメントに属しない一般管理

費です。

　　　２．セグメント利益は、四半期連結損益計算書の営業利益と調整を行っております。　

　

当第３四半期連結会計期間（自平成22年10月１日　至平成22年12月31日）　

（単位：千円）

 

報告セグメント
調整額
（注）１．

四半期連結損
益計算書計上
額（注）２．

コンシュー
マーゲーム事

業

ネットワー
クコンテン
ツ事業

アミューズメ
ント事業

計

売上高       

外部顧客への売上高 645,337835,340380,6771,861,356 － 1,861,356

セグメント間の内部売上高

又は振替高
－ － － － － －

計 645,337835,340380,6771,861,356 － 1,861,356

セグメント利益 △67,232341,154 △139 273,782△150,417123,364
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（注）１．セグメント利益の調整額△150,417千円には、のれんの償却額△12,626千円、各報告セグメントに配分して

いない全社費用△137,791千円が含まれております。全社費用は、主に報告セグメントに属しない一般管理

費です。

　　　２．セグメント利益は、四半期連結損益計算書の営業利益と調整を行っております。

　

３．報告セグメントごとの固定資産の減損損失又はのれん等に関する情報

　　該当事項はありません。　

（追加情報）　

　第１四半期連結会計期間より「セグメント情報等の開示に関する会計基準」（企業会計基準第17号　平成21年３月27

日）及び「セグメント情報等の開示に関する会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第20号　平成20年３月21

日）を適用しております。　

（１株当たり情報）

１．１株当たり純資産額

当第３四半期連結会計期間末
（平成22年12月31日）

前連結会計年度末
（平成22年３月31日）

１株当たり純資産額 121,993.69円 １株当たり純資産額 118,061.49円

２．１株当たり四半期純損益金額等

前第３四半期連結累計期間
（自　平成21年４月１日
至　平成21年12月31日）

当第３四半期連結累計期間
（自　平成22年４月１日
至　平成22年12月31日）

１株当たり四半期純損失金額 △14,113.46円

潜在株式調整後１株当たり四半

期純利益金額（注）１
－円

１株当たり四半期純利益金額 5,806.72円

潜在株式調整後１株当たり四半

期純利益金額
5,801.07円

　（注）　１．潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額については、潜在株式は存在するものの、１株当たり四半期純

損失であるため記載しておりません。

　　　　　２．１株当たり四半期純利益金額又は四半期純損失金額（△）の算定上の基礎は、以下のとおりであります。

 
前第３四半期連結累計期間
（自　平成21年４月１日
至　平成21年12月31日）

当第３四半期連結累計期間
（自　平成22年４月１日
至　平成22年12月31日）

１株当たり四半期純利益金額又は四半期純損失金額

（△）
        

四半期純利益又は四半期純損失（△）（千円） △767,010 316,228

普通株主に帰属しない金額（千円） － －

普通株式に係る四半期純利益又は四半期純損失

（△）（千円）
△767,010 316,228

普通株式の期中平均株式数（株） 54,346 54,459

　 　 　

潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額 　 　

四半期純利益調整額（千円） － －

普通株式増加数（株） － 53

希薄化効果を有しないため、潜在株式調整後１株当

たり四半期純利益の算定に含めなかった潜在株式

で、前連結会計年度末から重要な変動があったもの

の概要

───── ─────
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前第３四半期連結会計期間
（自　平成21年10月１日
至　平成21年12月31日）

当第３四半期連結会計期間
（自　平成22年10月１日
至　平成22年12月31日）

１株当たり四半期損失金額 △6,510.09円

潜在株式調整後１株当たり四半

期純利益金額
－円

１株当たり四半期純利益金額 1,442.14　円

潜在株式調整後１株当たり四半

期純利益金額
1,441.32円

　なお、潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額につい

ては、潜在株式は存在するものの、１株当たり四半期純損失

であるため記載しておりません。

─────

　（注）　１株当たり四半期純利益金額又は純損失金額（△）の算定上の基礎は、以下のとおりであります。

 
前第３四半期連結会計期間
（自　平成21年10月１日
至　平成21年12月31日）

当第３四半期連結会計期間
（自　平成22年10月１日
至　平成22年12月31日）

１株当たり四半期純利益金額又は純損失金額（△）         

四半期純利益又は純損失（△）（千円） △353,797 78,576

普通株主に帰属しない金額（千円） － －

普通株式に係る四半期純利益又は純損失（△）

（千円）
△353,797 78,576

普通株式の期中平均株式数（株） 54,346 54,486

　 　 　

潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額 　 　

四半期純利益調整額（千円） － －

普通株式増加数（株） － 31

希薄化効果を有しないため、潜在株式調整後１株当

たり四半期純利益の算定に含めなかった潜在株式

で、前連結会計年度末から重要な変動があったもの

の概要

───── ─────
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（重要な後発事象）

　　　　当第３四半期連結会計期間（自平成22年10月１日　至平成22年12月31日）

　　　　子会社株式の売却

　　　　　当社は、平成23年１月14日開催の取締役会において、当社連結子会社である株式会社マイクロキャビンの株式の一部

譲渡を決議し、同日付でフィールズ株式会社に売却いたしました。

　

　　　　１．売却の理由　

　　　　　株式会社マイクロキャビンはパチンコ用ソフトウェア開発を行っており、企画から開発まで高度な品質管理ととも

に、開発を完結できる企業として多くの開発実績を重ねてまいりました。

　当社はアミューズメント事業の領域拡大を目的とし、平成20年５月に株式会社マイクロキャビンの株式を100％

取得し、一定の成果を上げてまいりました。しかしながら同社の更なる成長のため、これまで培った企画・開発力

を生かした競争力の高い製品を生み出すためには、市場環境にマッチしたIP（知的財産）やコンテンツを以って

事業推進することが最長であり、そのためにも新たなパートナーとの連携が必要であるとの結論に至りました。

　フィールズ株式会社はパチンコ・パチスロ分野のみならず、アニメーション、映像、スポーツ、モバイル、出版な

ど幅広いエンタテインメント領域に事業を展開しており、今後株式会社マイクロキャビンとのシナジーを創出す

ることにおいて最良のパートナーであると確信し本件合意に至りました。

　なお、本件株式譲渡により株式会社マイクロキャビンは当社の連結対象からは除外されますが、当社は株式会社

マイクロキャビン株式の15％を引き続き保有し、株式会社マイクロキャビンおよびフィールズ株式会社を通じて

当該事業領域での発展可能性を検討していく所存であります。

　

　　　　２．売却する相手会社の名称

　　　　　　フィールズ株式会社

　　

　　　　３．売却の時期

　　　　　　平成23年１月14日

　

　　　　４．当該子会社等の名称、事業内容及び会社との取引内容　

　　　　　（１）名称

　　　　　　　　株式会社マイクロキャビン　

　　　　　（２）事業内容

　　　　　　　　業務用機器向けソフトの企画開発

　　　　　（３）当社との関係

　　　　　　　　株式会社マイクロキャビンの代表取締役田中秀司は当社執行役員でありますが、株式譲渡日をもって辞任してお

ります。資本関係及び取引関係並びに関連当事者への該当状況はありません。

　

　　　　５．売却する株式の数、売却価額、売却損益及び売却後の持分比率

　　　　　（１）売却する株式の数

　　　　　　　　312,704株

　　　　　（２）売却価額

　　　　　　　　756,430千円

　　　　　（３）売却益

　　　　　　　　244,486千円　

　　　　　（４）売却後の持分比率

　　　　　　　　15％

　

　　　　６．その他の重要な特約

　　　　　株式会社マイクロキャビンは平成23年１月13日の臨時株主総会にて株主に対する配当金として、普通株式１株あた

り金163円、総額金59,965,581円を、平成23年1月1日を株主確定の基準日、同年1月13日を効力発生日として平成23

年１月31日から同年３月31日迄の間に支払うことを決議しております。　
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（リース取引関係）

　当第３四半期連結会計期間（自平成22年10月１日　至平成22年12月31日）　　

　　リース取引開始開始日が、平成20年３月31日以前の所有権移転外ファイナンス・リース取引について通常の賃貸

借取引に係る方法に準じて処理を行っておりますが、当第３四半期連結会計期間末におけるリース取引残高は前

連結会計年度末に比べて著しい変動が認められないため記載しておりません。

２【その他】

　該当事項はありません。
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第二部【提出会社の保証会社等の情報】
　該当事項はありません。
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 独立監査人の四半期レビュー報告書 

平成22年２月15日

株式会社ＡＱインタラクティブ

取締役会　御中

あずさ監査法人

 
指定社員
業務執行社員

 公認会計士 北川　健二　　印

 
指定社員
業務執行社員

 公認会計士 河合　宏幸　　印

　当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている株式会社ＡＱインタ

ラクティブの平成21年４月１日から平成22年３月31日までの連結会計年度の第３四半期連結会計期間（平成21年10月１日

から平成21年12月31日まで）及び第３四半期連結累計期間（平成21年４月１日から平成21年12月31日まで）に係る四半期

連結財務諸表、すなわち、四半期連結貸借対照表、四半期連結損益計算書及び四半期連結キャッシュ・フロー計算書につい

て四半期レビューを行った。この四半期連結財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から四半

期連結財務諸表に対する結論を表明することにある。

　当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠して四半期レビューを行った。

四半期レビューは、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対して実施される質問、分析的手続

その他の四半期レビュー手続により行われており、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して実

施される年度の財務諸表の監査に比べ限定された手続により行われた。

　当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認めら

れる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、株式会社ＡＱインタラクティブ及び連結子会社の平成21年12月31日現在

の財政状態、同日をもって終了する第３四半期連結会計期間及び第３四半期連結累計期間の経営成績並びに第３四半期連

結累計期間のキャッシュ・フローの状況を適正に表示していないと信じさせる事項がすべての重要な点において認められ

なかった。

　会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

　

以　上

　（注）１．上記は、四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（四半期報

告書提出会社）が別途保管しております。

　　　  ２．四半期連結財務諸表の範囲にはＸＢＲＬデータ自体は含まれていません。
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 独立監査人の四半期レビュー報告書 

平成23年２月14日

株式会社ＡＱインタラクティブ

取締役会　御中

有限責任 あずさ監査法人

 
指定有限責任
社員
業務執行社員

 公認会計士 北川　健二　　印

 
指定有限責任
社員
業務執行社員

 公認会計士 河合　宏幸　　印

　当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている株式会社ＡＱインタ

ラクティブの平成22年４月１日から平成23年３月31日までの連結会計年度の第３四半期連結会計期間（平成22年10月１日

から平成22年12月31日まで）及び第３四半期連結累計期間（平成22年４月１日から平成22年12月31日まで）に係る四半期

連結財務諸表、すなわち、四半期連結貸借対照表、四半期連結損益計算書及び四半期連結キャッシュ・フロー計算書につい

て四半期レビューを行った。この四半期連結財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から四半

期連結財務諸表に対する結論を表明することにある。

　当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠して四半期レビューを行った。

四半期レビューは、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対して実施される質問、分析的手続

その他の四半期レビュー手続により行われており、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して実

施される年度の財務諸表の監査に比べ限定された手続により行われた。

　当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認めら

れる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、株式会社ＡＱインタラクティブ及び連結子会社の平成22年12月31日現在

の財政状態、同日をもって終了する第３四半期連結会計期間及び第３四半期連結累計期間の経営成績並びに第３四半期連

結累計期間のキャッシュ・フローの状況を適正に表示していないと信じさせる事項がすべての重要な点において認められ

なかった。

追記情報　

  重要な後発事象に記載されているとおり、会社は、平成23年１月14日開催の取締役会において、連結子会社である株式会

社マイクロキャビンの株式の一部譲渡を決議し、同日付でフィールズ株式会社に売却している。

  会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

　

以　上

　（注）１．上記は、四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（四半期報

告書提出会社）が別途保管しております。

　　　  ２．四半期連結財務諸表の範囲にはＸＢＲＬデータ自体は含まれていません。
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